
各医療機関が勤務環境改善マネジメントシステムに基づき策定する「勤務環境改善計画」の策定、実施、評価等をワンストップで、
かつ、専門家のチームにより、個々の医療機関のニーズに応じて、総合的にサポートする

長崎県 医療勤務環境改善支援センター

勤務環境改善に取り組む医療機関

●診療体制維持のための医師の確保
・自院医師の労働時間管理を支援
・派遣医師対応業務の整理と宿日直
許可の取得について相談支援

→支援希望機関の把握と宿日直許可に
係る支援対応

一
体
的
な
支
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医療労務管理支援事業 医業分野アドバイザー事業

○診療報酬制度面
○医療制度・医事法制面
○組織マネジメント・経営管理面
○関連補助制度の活用等に関する専門的
アドバイザーの派遣等

Ｒ７ (株)タスクールPlusへ委託 医業経営コンサ
ルタントなど

長崎労働局
長崎県

医療人材対策室相談支援
情報提供

      研修会  等

委託事業仕様書に基づき
医療労務管理アドバイザー

による医療労務管理支援

医師派遣

Ａ 地域の病院・有床診療所

Ｂ 大学病院等

【共通】
●医療従事者の働き方・休み方の改善

多職種の役割分担・連携（チーム医療推進）
医師事務･看護業務補助者の導入
勤務シフトの工夫、休暇取得促進 など

●働きやすさ・働きがい確保のための環境整備
仮眠室・休憩スペースなどの備品整備
短時間正職員制度の導入
子育て中・介護中の者に対する残業免除
患者からの暴力・ハラスメントへの組織的対応
医療スタッフのキャリア形成支援 など

●派遣を含めた適正な労務管理の確保
・管理者による所属医師の派遣を含
めた労働時間管理

・地域の医療体制維持のための派遣
継続

→派遣先医療機関の宿日直許可状況の
把握と特例承認申請等のための時短
計画の策定支援対応

院内で、院長、各部門責
任者やスタッフが集まり
協議

勤務環境改善マネジメントシステム

ガイドラインなどを参考に改善計画を策定

勤務環境改善支援事業（R7予算：4件）



立入検査項目

医師の働き方改革関係の医療法の施行に伴い、令和６年度以降、医療法第25条第1項に基づく立入検査において新たに

確認が必要な検査項目があります。

項 目 概 要 対 象

１．面接指導の実施
（法第108条第１項）

時間外・休日労働が月100時間以上となることが見込まれる医師（面
接指導対象医師）に対して、医療法上の面接指導が実施されているこ
とを確認。

全医療機関

２．就業上の措置
（時間外・休日労働月
100時間以上見込み）
（法第108条第５項）

面接指導対象医師に対する面接指導実施後、必要に応じて、労働時間
の短縮、宿直の回数の減少その他の適切な措置（就業上の措置）を講
じていることを確認。

３．就業上の措置
（時間外・休日労働月
155時間超）
（法第108条第６項）

時間外・休日労働が月155時間超となった医師について、労働時間の
短縮のために必要な措置を講じていることを確認。

４．勤務間インターバ
ル・代償休息
（法第123条第１項及
び第２項）

特定労務管理対象機関に勤務する特例水準の業務に従事する医師（特
定対象医師）に対し、勤務間インターバルや代償休息が確保されてい
ることを確認

特定労務管理対
象機関
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※特定労務管理対象機関：都道府県知事が、病院又は診療所であって、医師をやむを得ず長時間従事させる必要がある業務があると認められるものを、指定した特定地域医療提

供機関、連携型特定地域医療提供機関、技能向上集中研修機関及び特定高度技能研修機関の総称。



立入検査にあたって提示が求められる資料の一覧

医師の働き方改革関連の検査項目について、提示が求められる資料の一覧は以下のとおり。

立入検査を実施する機関によって、提示を求める資料が異なる場合がありますので、その場合は、立入検査を実施

する機関の指示に基づき対応して下さい。

項 目 提示資料 対 象

１．面接指導の実施
（法第108条第１項）

・直近１年間における月別の時間外・休日労働時間数が100時間以上
となった医師の一覧

・長時間労働医師面接指導結果及び意見書
・面接指導実施医師養成講習会の修了証書

全医療機関

２．就業上の措置
（時間外・休日労働月
100時間以上見込み）
（法第108条第５項）

・直近１年間における月別の時間外・休日労働時間数が100時間以上
となった医師の一覧 （※１．面接指導の実施」と同じ一覧）

・措置の要否や措置の内容について記載された記録

３．就業上の措置
（時間外・休日労働月
155時間超）
（法第108条第６項）

・直近１年間における月別の時間外・休日労働時間数が155時間超と
なった医師の一覧

・労働時間短縮のための必要な措置の内容について記載された記録

４．勤務間インターバ
ル・代償休息
（法第123条第１項及
び第２項）

・特定対象医師の名簿
・直近１年間のうち任意の１ヶ月分の勤務予定及び勤務時間の実績等
の勤務状況が分かる資料

特定労務管理対
象機関
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※特定労務管理対象機関：都道府県知事が、病院又は診療所であって、医師をやむを得ず長時間従事させる必要がある業務があると認められるものを、指定した特定地域医療提

供機関、連携型特定地域医療提供機関、技能向上集中研修機関及び特定高度技能研修機関の総称。
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